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事業報告   

 

１．会社の現況 

（１）事業の経過及び成果 

 新型コロナウイルス感染症による世界的流行（パンデミック）の発生から 2年が経過しまし 

たが、依然、世界経済に多大な影響をもたらし、ワクチン接種が進んだ現在でもなお、社会経 

済活動の正常化へは先行きの不透明な状況が続いています。 

我が国の経済においても、ワクチン接種の普及により、厳しい環境が徐々に緩和されつつあ 

りますが、感染再拡大への警戒感は根強く、経済活動の回復は緩やかなものにとどまっていま 

す。 

とりわけ、航空業界を取り巻く環境は、現在も非常に厳しく、国境閉鎖や移動制限の措 

置が取られたことで、国際線需要は著しく低迷し、国内線においても、感染症拡大防止の 

観点で旅行や出張が制限され、空路利用者が激減し、当社も大きな影響を受け、厳しい経 

営状況となりました。 

   2021年度の岡山桃太郎空港利用者数は、新型コロナウイルス感染拡大の影響の長期化に 

より、国内線・国際線とも減便や運休が続き、前年度を上回ったものの、開港初年度（昭 

和 62年度）を除き、過去 3番目に少ない 393,326人《対前年度比 147.4%》となりました。

(以下、《 》内は対前年度比) 

国内定期路線の利用者数は、新型コロナウイルス感染症の影響により、392,214人《147.6%》 

となりました。東京線は減便や搭乗率の低迷により、363,425人《148.9%》となりました。札 

幌線は、8月上中旬及び 9月中下旬の計 16日間を除き運休となったことから、1,904人《149.7%》 

となりました。沖縄線は、減便や搭乗率の低迷により、26,885人《131.6%》となりました。 

国際定期路線は、新型コロナウイルス感染症の影響により、就航する 4 路線（ソウル線、上

海線、香港線、台北線）が年間を通しすべて運休したことから、利用者数は 0 人《0.0%》とな

りました。 

   チャーター便については、国内チャーター便は、新潟（佐渡島）、長崎（対馬）、鹿児島（種 

  子島）、沖縄（宮古島、石垣島）など遊覧飛行を含め 28便が運航され、利用者数は 1,112人《110.9%》 

となりました。また、国際チャーター便は運航されず、利用者数は 0人《0.0%》となりました。 

航空貨物の取扱量は、国内貨物 1,731トン《123.7%》、国際貨物 0トン《0.0%》、全体では 1,731 

トン《123.7%》となりました。 

 

このような輸送状況の下、当期における業績は、前期同様、新型コロナウイルスの影響を受

け大幅に減少し、売上高は 5 億 5,972 万円(対前年同期比 106.4%)、営業損益は△1 億 3,585万

円(同△64.0%)、当期純損益は△4,000万円(同△26.9%)となりました。 

－1－ 



売上高の内訳について、不動産収入は、前期同様、航空会社およびテナントへの賃料減免に

よる支援等を実施しましたが、国内線の復便による給油施設使用料の増等があり、3 億 7,461

万円(同 103.1％)となりました。付帯事業収入は、岡南飛行場での常駐機の度重なる機材故障

により給油取扱量が減ったものの、国内線の復便に伴う直営店舗の売上増や新規直営コンビニ

店の売上が純増となり、1億 8,511万円(同 113.8％)となりました。その結果、売上高は、5億

5,972万円(対前年同期比 106.4%)となりました。 

売上原価は、売店売上及び石油売上等の増加に伴い、9,166万円(同 130.6％)となりました。 

販売費及び一般管理費は、人件費が 2 億 2,158 万円（同 95.7％）、物件費が委託業務の内製

化に伴う維持管理の減や、消耗品費や修繕費の削減により、1億 6,355万円(同 79.1％)となり、

これに租税公課と減価償却費を合わせ 6億 392万円(同 90.4％)となりました。 

これらの結果、営業損益は△1億 3,585万円(同△64.0)となりました。 

営業外収益は、2,902 万円（同 51.4%）となり、その内訳は、受取利息 1 万円、補助金収入

945万円、助成金収入 1,904万円、雑収入 51万円となりました。 

営業外費用は、長期借入金の償還を順調に行ったことにより、支払利息は、28万円(同 57.1％)

で収まり、その結果、経常損益は△1億 783万円(同△68.2％)となりました。 

特別利益には、固定資産売却益 29万円を計上しております。 

特別損失は、岡山駅西口バスターミナルフライト表示装置撤去費とテナントへの賃貸に係る

旧事務所改修分の除去費として、39万円を計上しております。 

以上の結果、税引前当期純損益は△1億 793万円(同△66.5％)、当期純損益は△4,000万円(同

△26.9％)となりました。 
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岡山空港旅客実績表 

      2021 年度 2020 年度   

      
旅客数 

（人） 

搭乗率

（％） 

旅客数 

（人） 

搭乗率

（％） 

対前年度

比（％） 

定 期 便 

国内線 

岡山～東京 363,425 46.6 244,071 47.0 148.9 

岡山～札幌 1,904 35.5 1,272 39.6 149.7 

岡山～沖縄 26,885 33.8 20,428 25.6 131.6 

国内線(計） 392,214 45.4 265,771 44.1 147.6 

国際線 

岡山～ソウル 0 － 0 － － 

岡山～上海 0 － 0 － － 

岡山～香港 0 － 0 － － 

岡山～台北 0 － 0 － － 

国際線(計） 0 － 0 － － 

定 期 便 計 392,214 45.4 265,771 44.1 147.6 

 国  内  線 1,112 45.0 1,003 59.7 110.9 

チャーター便 国  際  線 0 － 0 － － 

  チャーター便計 1,112 45.0 1,003 59.7 110.9 

 合 計 393,326 45.4 266,774 44.2 147.4 

 

2021 年度の国内線チャーター便旅客数には遊覧飛行を含んでいます。 

新型コロナウイルス感染症の影響で減便・運休が相次ぎ、国際線は全路線運休となっています。 

  

岡山空港貨物実績表 

 2021 年度 2020 年度 対前年度比(％) 

国 内 貨 物 1,731ｔ 1,399ｔ 123.7 

国 際 貨 物 0ｔ 0ｔ － 

合 計 1,731ｔ 1,399ｔ 123.7 

  

 新型コロナウイルス感染症の影響で、国際貨物は全便運休により取扱いはありませんでした。 
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（２）設備投資及び資金調達の状況 

当期における設備投資の主なものは、次のとおりであり、自己資金で充当しております。 

・ＣＵＴＥシステム                      43,148千円 

      （2022年 1月設置）               （器具備品） 

・岡南給油所給油車両新造                  25,200千円 

     （2021年 9月購入）               （車両運搬具） 

  ・事務所サーバー、パソコン更新               4,151千円 

      （2021年 10月設置）                （器具備品） 

   

（３）会社が対処すべき課題 

２０２０年１月下旬に確認された新型コロナウイルスの感染拡大は、日本はもとより世 

界各国において今なお、収束の兆しが見えておらず、航空旅客の需要の見通しは不透明な 

状況となっております。このような状況ではありますが、岡山桃太郎空港ターミナルビル 

の運営にあたっては、経営理念である「安全・安心・快適」に資する運営に努める中で、 

新型コロナウイルスの感染拡大防止に継続して取り組むとともに、ウイズ・アフターコロ 

ナにおける新しい航空系・非航空系の需要の掘り起こしに取り組みながら、早期の需要回 

復に努めます。 

さらに、将来成長を確かなものとするために、第Ⅱ期中期経営計画(2019年度～2023年 

度)を見直し、外部環境の変化に対応した新たな重点施策を盛り込み、空港ターミナルビル 

のさらなる安全性・利便性向上に取り組んでいきます。 

 

１.「航空分野における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン」に基づき、引き続 

き、空港利用者の安全・安心を確保すると共に、航空保安に関する航空法一部改正に 

連動した保安体制を構築し、大規模自然災害を想定した防災対策の推進と早期復旧に 

係る対応力を向上させるなど、徹底した「安全・安心」の追求による人にやさしい空 

港ターミナルづくりを目指します。 

２．ウイズ・アフターコロナを見据えた、岡山県や経済団体等との連携による既存路線の 

維持及び運休路線の早期復便等に積極的に協力し、旅客ネットワークの維持、拡充を 

図ります。また、関係者間の連携強化による一体的、機動的受入体制の構築への協力 

も積極的に行います。  

３．施設機能の整備強化を図り、新たな生活様式やお客様ニーズの変化に対応することに 

より、サービス品質を更に向上させ、地域社会・地域経済の発展への取り組みを推進 

し、利用者に信頼される魅力ある空港ターミナルづくりを目指します。 

４．収益性の向上とキャッシュフローを重視し、経営効率化の徹底を目標とした会社組織 
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の在り方や営業構造の改革に着手し、経営の源泉である社員満足を向上させ、社員が 

高い意欲と能力を発揮することで、会社全体の品質向上を図り、持続的健全経営を目 

的とした経営基盤の強化に取り組んでいきます。 

 

（４）直前３事業年度の財産及び損益の状況 

区    分 
第 33期 

2018年度 

第 34期 

2019年度 

第 35期 

2020年度 

第 36期(当期) 

2021年度 

 売 上 高 (千円) 1,288,739 1,200,810 526,100 559,724 

当期純利益又は 

当期純損失(△) 

(千円) 

139,831 90,986 △148,961 △40,003 

１株当たり 

当期純利益又は当期

純損失(△)  (円) 

8,126円 87銭 5,288円 05銭 △8,657円 51銭 △2,325円 00銭 

 総 資 産 (千円) 2,890,000 2,886,034 2,642,299 2,587,179 

 純 資 産 (千円) 2,439,664 2,522,047 2,364,483 2,324,479 

１株当たり 

  純資産額  (円) 
141,791円 48銭 146,579円 54銭 137,422円 02銭 135,097円 02銭 
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２．会社の概要 

 （１）主要な事業内容 

①貸室業並びに倉庫、施設、設備及び器具の賃貸業 

②売店における観光土産品等の販売 

③航空機燃料の販売及び給油業務 

 （２）主要な営業所 

本 社 岡山市北区日応寺 1277番地 

給油所 岡山市南区浦安南町 640番地 岡南飛行場 

 （３）株式の状況 

①発行する株式総数       40,000株 

②発行済株式総数        17,206株 

③当期末株主数                 42名 

④主要株主の持株 

区  分 

主要株主 

持 株 数 

（株） 

金   額 

（千円） 

出資比率 

（％） 

岡山県 5,206  260,300 30.2 

全日本空輸株式会社 2,516  125,800 14.6 

株式会社日本政策投資銀行 2,000  100,000 11.6 

日本航空株式会社   850   42,500  4.9 

株式会社中国銀行   680   34,000  3.9 

岡山市   580   29,000  3.3 

岡山県旅客自動車事業協同組合   500  25,000  2.9 

 

（４）従業員の状況 

区  分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

男 32名 0名 46歳  12年 10月 

女 14名 0名 41歳 8年 11月 

計 46名 0名 44歳  11年  8月 

（※上記従業員数は、契約社員 1名、パート社員 12名を含みます。） 

 

（５）重要な親会社及び子会社の状況 

    該当事項はありません。 
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（６）長期借入金の借入先及び借入額 

借   入   先 
借   入   額 

（千円） 

借入先が所有する当社の株式 

持株数 持株比率 

岡山県 956 5,206株  30.2％  

株式会社中国銀行 34,800 680株  3.9％  

株式会社トマト銀行 10,000    170株    0.9％ 

計 45,756   

（うち１年以内に返済予定の長期借入金  25,756千円） 
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（７）取締役及び監査役の状況（2022年 3月 31日現在） 

役  職  名 氏     名 主    た    る    職    業 

代表取締役社長 水川 宏一 岡山空港ターミナル株式会社 

常務取締役 小林 正保 岡山空港ターミナル株式会社 

取締役 梶川 政文 岡山県旅客自動車事業協同組合 理事長 

〃 劒持 敏朗 岡山県農業協同組合中央会 専務理事 

〃 小嶋 光信 公益社団法人岡山県バス協会 会長 

〃 小林 貴史 株式会社日本政策投資銀行 岡山事務所長 

〃 髙谷 昌宏 岡山商工会議所 副会頭 

〃 常木 尚隆 全日本空輸株式会社 岡山支店長 

〃 那須 信行 岡山県 県民生活部長 

〃 平澤 重之 岡山市 都市整備局都市・交通・公園担当局長 

〃 古谷 修司 倉敷市 建設局長 

〃 前田 正俊 日本航空株式会社 岡山支店長 

〃 松田 正己 株式会社山陽新聞社 代表取締役社長 

〃 三浦 智美 岡山県 産業労働部長 

〃 宮長 雅人 株式会社中国銀行 取締役会長 

監査役 末長 範彦 岡山通運株式会社 取締役社長 

〃 石井 清裕 岡山商工会議所 副会頭 

〃 遠藤 俊夫 岡山県貨物運送株式会社 代表取締役会長 

(注) 当期中の取締役の異動 

(１)就任  

取締役 小林 正保、小嶋 光信、那須 信行、古谷 修司、三浦 智美の各氏、及び監査役  

遠藤 俊夫氏は、2021年 6月 22日開催の第 35期定時株主総会において、新たに選任され 

就任いたしました。 

  (２)辞任・退任 

     取締役 小松 賢治氏は、2021年 3月 31日付で辞任いたしました。 

取締役 伊藤 敦也、小林 健二、永山 久人の各氏、及び監査役 安原 晃氏は、2021年 

6月 22日開催の第 35期定時株主総会の終結の時をもって、退任いたしました。 

 

（８）会計監査人の状況 

会計監査人の名称 責任限定契約の内容の概要 会計監査人の報酬の額 

イースト・サン監査法人 責任限定契約は、締結しておりません。 年額 2,200千円 
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３．業務の適正を確保するための体制 

内部統制システム構築の基本方針 

①取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

      当社は、取締役の職務執行に係る電磁的記録を含む文書、その他重要な情報を、法令

及び社内規程に基づき、適正に保存及び管理します。 

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、当社の業務執行に係るリスクを特定し、認識したうえで適切なリスク対応を

図ります。また、当社の経営に重大な影響を与えるリスクが発現した場合に備え、予め

必要な対応方針を整備し、発現したリスクによる損失を最小限度にとどめるために必要

な対応を行います。 

③取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社は、法令遵守及び倫理維持（コンプライアンス）を業務遂行上の最重要課題のひ

とつとして位置づけ、取締役を含む役職員がとるべき行動の基準・規範を示した「企業

行動基準」「行動規範」を制定し、役職員全ての適用対象者に遵守を求めます。また、

取締役及び使用人の業務遂行における法令・社内規定・規則等の遵守状況について、日

常的に相互監視を行うとともに、定期的な内部監査により、法令及び定款への適合性を

確認し、会社経営に対する影響の評価分析を行います。 

④取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 

    取締役（または代表取締役）は、合理的な経営方針の策定、全社的な重要事項につい

て、検討・決定する会議体等の有効な活用、各部門間の有効な連携の確保のための制度

の整備・運用を行います。 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業

務分掌規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定める

こととします。 

⑤株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適性を確保する

ための体制 

    当社には、親会社並びに子会社はありません。 

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

   当社は、現在監査役の職務を補助する使用人はおりませんが、監査役から求められた

場合には、監査役と協議のうえ合理的な範囲で配置することといたします。 また、当

該使用人の任命・異動等人事権に係る事項の決定には、監査役の事前の同意を得ること

により、取締役からの独立性を確保いたします。 
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⑦取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体

制及びその他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制  

当社は、監査役が定期的に取締役または使用人から職務執行の状況について報告を受

けることができる体制を整備するとともに、監査が実効的に行われることを確保するた

め総務部等の関連部門が監査役の業務を補助いたします。 
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  貸 借 対 照 表 

（2022年 3月31日現在） 

（単位：千円） 

資   産   の   部 負   債   の   部 

科      目 金     額 科      目 金     額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

そ の 他 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

建 物 附 属 設 備 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

建 設 仮 勘 定 

 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

 

投資その他資産 

保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

803,886 

745,447 

  13,474 

17,043 

1,807 

24,865 

1,246 

 

1,783,293 

 1,698,162 

1,073,443 

280,800 

67,839 

127,245 

21,960 

109,723 

17,150 

 

3,076 

916 

2,159 

0 

 

 82,054 

2,600 

79,447 

 6 

流 動 負 債 

買 掛 金 

１年以内返済予定 

長 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 費 用    

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

契 約 負 債 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退職給付引当金 

預 り 保 証 金 

預 り 敷 金 

115,496 

8,160 

25,756 

      492 

   21,930 

3,077 

16,342 

27,317 

1,398 

 11,021 

      

147,203 

20,000 

90,393 

2,070 

34,740 

 

負 債 合 計   262,700 

純 資 産  の  部 

株 主 資 本 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

別 途 積 立 金 

固 定 資 産 

圧 縮 積 立 金   

繰越利益剰余金 

2,324,479 

860,300 

1,464,179 

3,441 

1,460,738 

1,300,000 

61,203 

 99,534 

  純 資 産 合 計 2,324,479 

資 産 合 計 2,587,179 負債・純資産合計 2,587,179 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。  
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損 益 計 算 書 

(自 2021年 4月 1日 至 2022年 3月 31日) 

 

(単位：千円)  

科   目 金     額 

売 上 高 

不 動 産 収 入 

付 帯 事 業 収 入 

売 上 原 価 

 

374,610  

185,113  

 

  559,724 

  

 

 

 91,660  

売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 

 

468,064  

603,920  

営  業  損  失 (△) 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

補 助 金 収 入 

助 成 金 収 入 

雑 収 入 

 

 

18  

9,454  

19,040  

  512  

△135,855  

 

 

 

 

29,026  

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

雑 損 失 

 

 280  

 729  

 

 

 1,010  

経  常  損  失 (△) 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 

 

 

299  

△107,839  

 

    299 

 

393 

 

   393  

税引前当期純損失 (△ ) 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

 

   456  

 △68,386  

△107,933  

  

△67,929  

当 期 純 損 失 (△)   △40,003  

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

（自 2021年 4月 1日 至 2022年 3月 31日） 

 

（単位：千円） 
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株主資本 

純資産合計 

資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 
利益準備金 

その他の利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
別途積立金 

固定資産 

圧縮積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 860,300 3,441 1,570,000 69,410 △138,668 1,504,183 2,364,483 2,364,483 

当期変動額         

剰余金の配当         

当期純利益     △40,003 △40,003 △40,003 △40,003 

別途積立金の取崩   △270,000  270,000 － － － 

固定資産圧縮積立金の

取崩 
   △8,207 8,207 － － － 

株主資本項目以外の 

当期変動額(純額) 
        

当期変動額合計 －  △270,000 △8,207 238,203 △40,003 △40,003 △40,003 

当期末残高 860,300 3,441 1,300,000 61,203   99,534 1,464,179 2,324,479 2,324,479 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



個別注記表 

 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  （１）資産の評価基準及び評価方法 

    棚卸資産…移動平均法による原価法 

     (貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により     

算定しております。） 

 

  （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①有形固定資産…定額法 

    ②無形固定資産…定額法 

      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）     

に基づいております。 

 

  （３）引当金の計上基準 

①賞与引当金 

           従業員賞与の支給に備えるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上してお

ります。 

        ②退職給付引当金 

           従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

岡山空港ターミナルの施設等の賃貸に係る収益は、所有する固定資産の賃貸であり、顧

客との賃貸借契約に基づいて賃貸サービスを提供する履行義務を負っております。当該賃

貸借契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗

度に応じて収益を認識しております。 

商品等の販売に係る収益は、顧客に商品等を引き渡した時点において、顧客が当該商品

等に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。 

 

２．会計方針の変更に関する注記 

（１）収益認識に関する会計基準の適用 

当事業年度より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年 3月 31

日。以下「収益認識会計基準」という。）等 を適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を

認識することとしております。なお、これによる損益に与える影響はありません。 

また、収益認識会計基準等の適用により、「前受金」は「契約負債」として表示しており

ます。 
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（２）時価の算定に関する会計基準等の適用 

当事業年度より、「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年 7 月

４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を適用し、時価算定会計基準第 19項及び「金

融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号 2019年 7月 4日）第 44－2項に定める

経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたっ

て適用することといたしました。なお、これによる計算書類等に与える影響はありません。 

 

３．収益認識に関する注記 

（１）収益の分解 

   当社は、岡山空港ターミナルの施設等の賃貸及び商品等の販売が主な事業であります。 

（千円） 

 売店売上 石油売上 広告収入 その他 合計 

不動産収入 － － － － 374,610 

付帯事業収入 38,388 91,634 23,447 31,643 185,113 

売上高合計     559,724 

 

（２）収益を理解するための基礎となる情報 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りであります。 

 

４．会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りは、計算書類作成時点で入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出して

おります。当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業

年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。 

 

   繰延税金資産 

   （１）当事業年度の計算書類に計上した金額  79,447千円 

      なお、繰延税金資産の発生の原因別の内訳は、「７．税効果会計に関する注記」に

記載しております。 

 

  （２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

      繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によ

って見積っております。当該見積りは、新型コロナウイルス感染症の拡大など将来の

不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課

税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰

延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

５．貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額    5,561,800千円 
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６．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

     普通株式   17,206株 

 

７．税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別内訳 

    繰延税金資産 

     賞与引当金              3,355千円 

     未払社会保険料             506千円 

       未払事業税               799千円 

       未払事業所税              707千円 

     退職給付引当金            27,524千円 

     減価償却費超過額           1,399千円 

     税務上の繰越欠損金          71,950千円 

  繰延税金資産合計             106,243千円 

  繰延税金負債 

     固定資産圧縮積立金         △26,795千円 

  繰延税金負債合計             △26,795千円 

  繰延税金資産の純額             79,447千円 

 

８．リースにより使用する固定資産に関する注記 

     貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファ 

イナンス・リース契約により、使用しております。 

 

９．金融商品に関する注記 

 （１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用について短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により、

資金を調達しております。 

 売掛金に係る顧客の信用リスクは、事前に資質を調査することにより、リスク低減を図

っております。 

 借入金は、主として建設資金及び増改築資金等のために借入れたものであります。これ

以外には、運転資金を含め銀行等からの借入はありません。 
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（２） 金融商品の時価等に関する事項 

    2022年 3月 31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。現金は注記を省略しており、預金・売掛金・買掛金

など短期間で決済される勘定科目は、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略し

ております。 

 （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

長期借入金 （45,756） （45,531）       225 

※ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注 1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の 3つのレベルに分類しております。 

 

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

ットを用いて算定した時価 

レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ

ベルに時価を分類しております。 

 

長期借入金これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リス

クを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル 2の時価に分

類しております。 

 

（注）長期借入金に係る貸借対照表計上額及び時価については、それぞれ 1 年内に返

済予定の金額を含んでおります。 

 

１０．賃貸等不動産に関する注記 

  （１） 賃貸等不動産の状況に関する事項 

     当社は、岡山市において、賃貸等不動産として使用される部分を含む空港ターミナル

ビルを有しております。 
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（２） 賃貸等不動産の時価に関する事項 

     賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 時  価 

1,007,486 1,421,599 

(注 1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額で 

あります。 

(注 2) 当期末の時価は、固定資産税評価額を使用しております。 

 

１１．関連当事者との取引に関する注記 

  親会社及び法人主要株主                       (単位：千円) 

属性 名 称 

議決権等の

(被所有) 

割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 
取引金額 科 目 期末残高 

その他の

関係会社 
岡山県 30.2% 

補助金の 

受入 
補助金収入  9,404 未収入金 6,075 

主要株主

(会社等) 

全日本空輸 

株式会社 
14.6% 

不動産賃貸

役員の受入 

売上高 

(注 1) 
107,199   

契約負債 

未収入金 

9,783 

327 

主要株主

の子会社 

ANA FESTA 

株式会社 
0.6% 不動産賃貸 

売上高 

(注 1) 
7,204 

契約負債 

未収入金 

1,093 

55 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1)価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して交渉の上で決定しております。 

(注 2)取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

１２．資産除去債務に関する注記 

  当社は、岡山県が管理する県有財産に関する使用許可に基づき、当社が使用する使用許可物

件（土地）の返還時に、当社が所有する旅客ターミナルビル等を撤去することの原状回復に係

る債務を有しております。 

  しかし、当該債務に関連する使用許可物件（土地）の実質的な使用期間は、旅客ターミナル

ビル等の公共性に伴い、航空行政の動向に左右されることから、現時点で明確ではなく、資産

除去債務を合理的に見積もることが困難なため、当該債務に見合う資産除去債務を計上してお

りません。 

 

１３．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額                 135,097円 02銭 

   １株当たり当期純損失(△)                  △2,325円 00銭 

 

１４．重要な後発事象に関する注記 

該当事項ありません。 
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独立監査人の監査報告書 

2022年 5月 23日 

岡山空港ターミナル株式会社  

取締役会 御中 

イースト・サン監査法人 

岡山県岡山市 

指  定  社  員 
公認会計士  波戸  葵  ㊞ 

業 務 執 行 社 員 

監査意見 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、岡山空港ターミナル株式会社の2021年４

月１日から2022年3月31日までの第36期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を

行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当

監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし

てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作

成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整

備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法

人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、

その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど

うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか

どうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

計算書類等に対する経営者並びに監査役の責任 
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経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

 

計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類

等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に

又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が

あると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部

統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積

りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監

査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実

性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監

査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類

等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに

計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上  
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監査役の監査報告書 謄本 

 

監 査 報 告 書 

 

2022年 5月 25日 

 

 当監査役は、2021年 4月 1日から 2022年 3月 31日までの第 36期事業年度の取締役の職務の

執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１． 監査役の監査の方法及びその内容 

監査役は、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。 

各監査役は、取締役、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財

産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制、その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして、会社法施行

規則第 100条第 1項及び第 3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき、整備されている体制(内部統制システム)の状況を検証いたしました。以上の方法に基づ

き、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について、検討いたしました。 

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保するための体

制」(会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成 17 年 10

月 28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について、検討いたしました。 
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２． 監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為、又は法令もしくは定款に違反する重大な事実

は、認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は、相当であると認めます。また当内部

統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は、認められませ

ん。 

 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人イースト・サン監査法人の監査方法及び結果は、相当であると認めます。 

以 上 

 

 

               岡山空港ターミナル株式会社 監査役 

 

監 査 役 末長 範彦  ㊞ 

 

監 査 役 石井 清裕  ㊞ 

 

監 査 役 遠藤 俊夫   ㊞ 
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